
地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）（抄） 
 
第七条 市町村の廃置分合又は市町村の境界変更は、関係市町村の申請に基き、都道府県知事が当該都道

府県の議会の議決を経てこれを定め、直ちにその旨を総務大臣に届け出なければならない。 

② 前項の規定により市の廃置分合をしようとするときは、都道府県知事は、あらかじめ総務大臣に協議

し、その同意を得なければならない。 

③ 都道府県の境界にわたる市町村の設置を伴う市町村の廃置分合又は市町村の境界の変更は、関係のあ

る普通地方公共団体の申請に基づき、総務大臣がこれを定める。  

④ 前項の規定により都道府県の境界にわたる市町村の設置の処分を行う場合においては、当該市町村の

属すべき都道府県について、関係のある普通地方公共団体の申請に基づき、総務大臣が当該処分と併せ

てこれを定める。 

⑤ 第一項及び第三項の場合において財産処分を必要とするときは、関係市町村が協議してこれを定め

る。 

⑥ 第一項及び前三項の申請又は協議については、関係のある普通地方公共団体の議会の議決を経なけれ

ばならない。 

⑦ 第一項の規定による届出を受理したとき、又は第三項若しくは第四項の規定による処分をしたとき

は、総務大臣は、直ちにその旨を告示するとともに、これを国の関係行政機関の長に通知しなければな

らない。 

⑧ 第一項、第三項又は第四項の規定による処分は、前項の規定による告示によりその効力を生ずる。 

 
第八条 市となるべき普通地方公共団体は、左に掲げる要件を具えていなければならない。 
一 人口五万以上を有すること。 
二 当該普通地方公共団体の中心の市街地を形成している区域内に在る戸数が、全戸数の六割以上であ

ること。 
三 商工業その他の都市的業態に従事する者及びその者と同一世帯に属する者の数が、全人口の六割以

上であること。 
四 前各号に定めるものの外、当該都道府県の条例で定める都市的施設その他の都市としての要件を具

えていること。 
② 町となるべき普通地方公共団体は、当該都道府県の条例で定める町としての要件を具えていなければ

ならない。 
③ 町村を市とし又は市を町村とする処分は第七条第一項、第二項及び第六項から第八項までの例により、

村を町とし又は町を村とする処分は同条第一項及び第六項から第八項までの例により、これを行うもの

とする。 
 
第二百五十四条 この法律における人口は、官報で公示された最近の国勢調査又はこれに準ずる全国的な

人口調査の結果による人口による。 
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